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次 第

１．地域医療構想調整会議での協議内容及び今後のスケジュール（想定）

２．最近の医療を取り巻く状況（令和７年度病床機能報告 結果 等）

３．個別医療機関の医療機能の見直し

（１）公立病院の建替え （２）開設者の変更

４．2040年を見据えた新たな地域医療構想のガイドライン（策定に向けた令和８～１０年度の進め方）

（１）新たな地域医療構想の概要 （２）新たな地域医療構想の検討体制

（３）医療機関機能・病床機能 （４）2040年の必要病床数と病床整備の方向性

（５）今後のスケジュール

５．令和８年度病床数適正化支援事業の活用に伴う病床削減（第１回申請分）

６．病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等

７．医療機関の連携を円滑化するための仕組みづくり（転院調整支援ツール）



１．地域医療構想調整会議での協議内容及び今後のスケジュール（想定）
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地域医療構想調整会議での協議内容

《昨年度までの協議内容の整理》

医 療
サービス

介 護
サービス

入院医療

外来医療

在宅医療

居 宅

介護施設等

⚫ 病病連携に関する協議
（入院機能の整理、転院の円滑化）

⚫ 国の通知を受けた対応
（非稼働病棟等、データの特性による差異の分析）

⚫ 個別医療機関の医療機能の見直し（公立病院の新設・建替 等）

⚫ 病診連携に関する協議
（紹介受診重点医療機関の明確化とかかりつけ医との連携）

⚫ 地域で不足する診療機能の担い手
（休日当番医、小児の初期救急、学校医等）

⚫ 医療機器の効率的な活用

⚫ 各市町における医療・介護連携の拠点の明確化
⚫ 急変時の対応・看取りの推進（ACP、DNAR）



R8年度 地域医療構想調整会議 スケジュール（案）

時期 会 議 内 容（ 予 定 ）

5/7 ※ 奥能登公立４病院機能強化検討会（第５回） 産科医療、人材養成、医療DX、今後の対応方針 等

8月～9月 各医療圏 地域医療構想調整会議 ①

（入院医療） 個別医療機関の機能見直し 〔南加賀・石川中央〕公立病院の新設・建替

新たな地域医療構想のガイドライン

R8病床数適正化支援事業に係る病床削減の協議

病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表 等

8月 ※ 奥能登公立４病院機能強化検討会（第６回）

9～10月 地域医療構想部会（県単位）①
各医療圏 地域医療構想調整会議の報告

 2026診療報酬改定の算定状況の共有

11～12月 各医療圏 地域医療構想調整会議 ②

（入院医療） 個別医療機関の機能見直し・連携協議

病床機能転換・再編への支援に係る整合性の確認

（在宅医療） 在宅医療における各市町の取組の共有

（外来医療） 外来医療計画の見直し

12月末頃 地域医療構想部会（県単位）②
各医療圏 地域医療構想調整会議の報告

（外来医療） 外来医療計画の見直し、かかりつけ医機能報告制度の協議

２～３月 各医療圏 地域医療構想調整会議 ③

（入院医療） 個別医療機関の機能見直し・連携協議、病床機能報告・医療機関報告の情報共有

R9年度以降の地域医療構想の協議（医療圏内の役割分化・連携）に向けた情報・課題共有

（外来医療） 紹介受診重点医療機関の協議

３月 地域医療構想部会（県単位）③
各医療圏 地域医療構想調整会議の報告

R9年度以降の新たな地域医療構想に向けた協議 5



（参考）第８次医療計画 中間見直し スケジュール（想定）

R8.7月 8月 9月 10月 11月 12月 R9.1月 2月 3月

医療計画
推進委員会

地域医療構想部会

各医療圏推進協議会
（地域医療構想調整会議）

がん医療対策部会

その他各種部会

・循環器（脳卒中・心血管疾患）

・糖尿病 ・感染症
・難病 ・アレルギー
・小児/周産期
・災害/救急 ・歯科
・へき地
・在宅（認知症）
・医師/医療従事者確保

（地対協）

第1回
計画見直し方針（案）確認

・見直しのポイント
・部会設置

第2回
見直し（案）検討

・奥能登地震/豪雨を踏まえた検討
・新たな地域医療構想を踏まえた検討
・数値目標の見直し
・各種部会での協議結果を反映 等

第1回（・第２回）各種部会
・奥能登地震/豪雨を踏まえた検討
・新たな地域医療構想ガイドラインを踏まえた検討
・数値目標の見直し 等

※必要に応じて開催

パブコメ委員会 報告

第3回
諮問

→県へ答申
※医療審議会と

同時開催

第1回部会
奥能登地震/豪雨を踏まえた
検討（外来医療計画 等）

がん計画見直しの進捗に沿って実施

第2回部会
・外来医療計画/在宅医療
・奥能登地震/豪雨

第3回部会

第1回
医療圏会議

第2回医療圏会議
・奥能登地震/豪雨を踏ま

えた検討（能登北部）
・外来医療計画

第3回
医療圏会議
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R8.7書面 R8年度
第1回医療計画推進委員会

資料（一部修正）
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２．最近の医療を取り巻く状況（令和７年度病床機能報告結果 等）
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病床機能報告（県全体）

休棟465床

（参考） R8.4
介護医療院
定員1,053人

⚫ 2025年の病床機能報告上の病床数は、2025年の必要病床数と比較して、740床程度過剰となっている。
⚫ 病床機能別には、回復期が不足、高度急性期・急性期・慢性期が過剰となっているが、急性期として報告されている病床の中

に、回復期機能（急性期後の在宅復帰支援等）がある程度含まれていると考えられる。

病床数の推移（床）
2025年の病床の状況および2024年との比較

１日あたり在棟患者数（人/日） 平均在棟日数（日） 病棟稼働率（％）

2014 2025
増減

2025-2014
2024 2025

増減
2025-2024

2024 2025
増減

2025-2024
2024 2025

増減
2025-2024

高 度 急 性 期 2,218 2,231 13 1,556.9 1,582.8 26.0 9.5 9.5 ▲ 0.0 69.8 70.9 1.2

急 性 期 6,878 4,715 ▲ 2,163 3,433.2 3,427.1 ▲ 6.2 11.4 11.4 ▲ 0.0 70.1 72.7 2.6

回 復 期 1,022 2,171 1,149 1,671.8 1,718.9 47.1 25.4 24.7 ▲ 0.7 77.3 79.2 1.9

小 計 10,118 9,117 ▲ 1,001 6,661.9 6,728.8 66.9 12.5 12.5 ▲ 0.0 71.7 73.8 2.1

慢 性 期 5,167 3,522 ▲ 1,645 2,929.7 2,920.6 ▲ 9.1 209.5 198.3 ▲ 11.2 84.8 82.9 ▲ 1.8

合 計 15,285 12,639 ▲ 2,646 9,591.6 9,649.4 57.8 17.6 17.5 ▲ 0.1 75.2 76.3 1.1

休 棟 等 166 465 299 - - - - - - - - -
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病床機能報告（石川中央）

⚫ 2025年の病床機能報告上の病床数は、2025年の必要病床数より900床程度多い。
⚫ 病床機能別には、高度急性期・急性期・慢性期が過剰、回復期が不足となっているが、急性期として報告されている病床の中に、

回復期機能（急性期後の在宅復帰支援等）がある程度含まれていると考えられる。

（参考） R8.4
介護医療院
定員352人

休棟257床

2014 2025
増減

2025-2014
2024 2025

増減
2025-2024

2024 2025
増減

2025-2024
2024 2025

増減
2025-2024

高 度 急 性 期 2,218 2,178 ▲ 40 1,521.1 1,545.3 24.2 10.0 9.8 ▲ 0.1 69.8 70.9 1.1

急 性 期 3,853 2,941 ▲ 912 2,097.3 2,127.1 29.7 11.2 11.1 ▲ 0.1 71.4 72.3 1.0

回 復 期 696 1,325 629 1,055.5 1,082.4 26.9 29.9 28.9 ▲ 1.0 79.4 81.7 2.3

小 計 6,767 6,444 ▲ 323 4,674.0 4,754.7 80.7 12.5 12.3 ▲ 0.1 72.5 73.8 1.3

慢 性 期 3,382 2,625 ▲ 757 2,187.9 2,153.6 ▲ 34.3 230.2 230.0 ▲ 0.2 85.2 82.0 ▲ 3.1

合 計 10,149 9,069 ▲ 1,080 6,861.9 6,908.3 46.5 17.8 17.5 ▲ 0.4 76.1 76.2 0.1

休 棟 等 75 257 182 - - - - - - - - -

病床数の推移（床）
2025年の病床の状況および2024年との比較

１日あたり在棟患者数（人/日） 平均在棟日数（日） 病棟稼働率（％）



救急搬送（石川中央）

医療機関名
救急車

(受入件数)

休日に受診した
患者数

(延べ数)

新規入棟
患者数①

うち、
救急医療

入院患者数②
全体に

占める割合（％）
全体に

占める割合（％）
②/①（％）

石川県立中央病院 4,821 14.4% 4,328 13.8% 21,078 4,908 23.3%
公立松任石川中央病院 3,977 11.9% 2,190 7.0% 8,863 3,135 35.4%
国立病院機構金沢医療センター 3,584 10.7% 1,597 5.1% 11,507 3,098 26.9%
金沢医科大学病院 2,638 7.9% 2,766 8.8% 15,896 1,304 8.2%
医療法人社団浅ノ川 浅ノ川総合病院 2,452 7.3% 1,192 3.8% 6,811 1,696 24.9%
金沢市立病院 2,194 6.6% 1,747 5.6% 5,282 2,194 41.5%
国立大学法人金沢大学附属病院 2,068 6.2% 2,068 6.6% 19,076 1,654 8.7%
城北病院 1,750 5.2% 2,658 8.5% 3,792 890 23.5%
地域医療機能推進機構金沢病院 1,620 4.8% 645 2.1% 4,573 892 19.5%
金沢赤十字病院 1,557 4.7% 726 2.3% 4,526 1,311 29.0%
石川県済生会金沢病院 1,133 3.4% 871 2.8% 4,055 916 22.6%
医療法人社団浅ノ川 金沢脳神経外科病院 1,067 3.2% 498 1.6% 2,548 610 23.9%
医療法人社団博友会 金沢西病院 691 2.1% 599 1.9% 2,869 14 0.5%
南ケ丘病院 574 1.7% 1,592 5.1% 2,217 14 0.6%
国家公務員共済組合連合会 北陸病院 463 1.4% 427 1.4% 2,356 462 19.6%
医療法人社団 中央会 金沢有松病院 459 1.4% 459 1.5% 1,826 243 13.3%
心臓血管センター金沢循環器病院 436 1.3% 137 0.4% 2,780 501 18.0%
公立つるぎ病院 361 1.1% 372 1.2% 1,648 339 20.6%
金沢聖霊総合病院 356 1.1% 42 0.1% 735 221 30.1%
公立河北中央病院 350 1.0% 249 0.8% 1,285 215 16.7%
木島病院 234 0.7% 406 1.3% 2,173 88 4.0%
整形外科米澤病院 138 0.4% 247 0.8% 933 1 0.1%
金沢古府記念病院 93 0.3% 37 0.1% 541 24 4.4%
金沢宗広病院 36 0.1% 93 0.3% 714 15 2.1%
社会医療法人財団董仙会 恵寿金沢病院 33 0.1% 30 0.1% 1,257 57 4.5%
新村病院 33 0.1% 72 0.2% 619 31 5.0%
みらい病院 32 0.1% 64 0.2% 587 26 4.4%
救急告示病院以外 253 0.8% 5,183 16.6% 12,689 348 2.7%

石川中央の合計 33,403 31,295 143,236 25,207

⚫ 救急車の受入件数は、石川県立中央病院、公立松任石川中央病院、金沢医療センターの順で多い。

⚫ 新規入棟患者に占める救急医療入院患者の割合は、金沢市立病院、公立松任石川中央病院、金沢聖霊総合病院の順に高い。

出典：R7年度病床機能報告
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手 術（石川中央）

出典：R7年度病床機能報告

⚫ 手術総数の手術件数は、

金沢大学附属病院、県

立中央病院、金沢医科

大学病院順で多い。

医療機関名 手術総数 全身麻酔の手術総数 胸腔鏡下手術 腹腔鏡下手術
7,709 3,086 261 *

6,892 3,111 245 982

6,262 3,000 * 197

3,208 934 * *

2,957 1,500 * 441

1,929 866 * *

1,344 1,307 0 0

1,253 547 0 *

金沢病院 1,157 538 0 264

1,089 * * 0

1,080 312 * *

984 444 0 *

731 392 * *

569 431 0 *

516 * * *

509 * * *

474 420 0 0

451 * 0 *

304 208 0 0

299 * 0 0

294 * 0 0

236 * 0 0

193 * 0 *

179 * 0 0

* * 0 0

* * 0 0

* 0 0 0

* 0 0 0

※「*」は件数が1～9件のもの

医療機関名 手術総数 全身麻酔の手術総数 胸腔鏡下手術 腹腔鏡下手術
金沢大学附属病院 8,648 4,056 257 667

石川県立中央病院 7,793 4,126 248 1,325

金沢医科大学病院 7,236 3,859 251 667

金沢医療センター 3,860 1,471 94 323

公立松任石川中央病院 3,414 1,582 * 594

浅ノ川総合病院 2,312 1,102 * 236

金沢赤十字病院 1,457 603 0 191

JCHO金沢病院 1,441 704 0 299

木島病院 1,373 1,336 0 0

金沢市立病院 1,221 592 0 69

石川県済生会金沢病院 1,209 554 13 97

金沢循環器病院 1,155 216 * 0

KKR北陸病院 917 358 23 *

城北病院 803 148 * 109

南ケ丘病院 741 516 0 25

金沢西病院 645 73 0 *

整形外科米澤病院 537 486 0 0

金沢宗広病院 433 330 0 0

金沢有松病院 406 97 13 50

金沢脳神経外科病院 347 187 0 0

公立河北中央病院 329 0 0 0

公立つるぎ病院 325 140 0 0

新村病院 309 254 0 0

金沢聖霊総合病院 215 121 0 0

恵寿金沢病院 159 * 0 *

金沢古府記念病院 47 0 0 0

みらい病院 38 0 0 0

救急告示病院以外 3,949 317 0 *

石川中央の合計 51,319 * * *

記載内容変え
ています。
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救急告示病院の入退路経路（石川中央）

退院経路

出典：R7年度病床機能報告

R6年度は金沢西病院も入退
院数2000人以上でしたが、
病床機能報告の締め切り後
に入退院数の訂正があり、
詳細な経路の人数の修正は
なかったため、正確なグラ
フにならないため、今回は
除外しています。

⚫ 金沢市立病院、JCHO金沢病院、金沢西病院、南ヶ丘病院は、入退院の経路の10％以上を介護施設・福祉施設が占めている。

入院経路

入退院数2,000人以上、救急告示病院を表示
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令和８年度診療報酬改定（急性期病院一般入院基本料、看護・多職種協働加算）

出典：令和８年度診療報酬改定説明資料等につ
いて（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_7106
8.html

【急性期病院Ａ・Ｂの救急搬送件数の基準】

→下記●をすべて満たす。

急性期病院Ａ（看護職員７対１）

⚫ 救急搬送件数 2,000件以上/年

（夜間時間帯の受入が１割以上）

⚫ 全身麻酔の手術件数 1,200件以上/年

急性期病院Ｂ（看護職員10対１）

⚫ 以下のいずれかを満たす。

・救急搬送件数 1,500件以上/年

・救急搬送件数 500件以上/年

かつ、全身麻酔の手術件数 500件以上/年

・救急搬送件数 1,000件以上/年

かつ、人口20万人未満の二次医療圏で、

救急搬送件数が最大の医療機関

・離島からなる二次医療圏で、

救急搬送件数が最大の医療機関

⚫ 救急搬送件数のうち、

夜間時間帯（22時～翌朝８時）に

受け入れた救急搬送件数が１割以上

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_71068.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_71068.html
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令和８年度診療報酬改定（急性期総合体制加算）

出典：令和８年度診療報酬改定説明資料等につ
いて（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_7106
8.html

⚫ 総合入院体制加算と急性期充実体制加算

を統合し、様々な診療科を有する総合性

と、手術件数が多い等の集積性を持つ拠

点的な病院の評価を新設

⚫ 人口の少ない地域において、救急搬送受

入や、地域の外来・在宅診療体制の確保

に係る支援を行う拠点的な病院を評価

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_71068.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_71068.html
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R8.7現在 救急告示病院の診療報酬算定状況

施設基準の届出受理状況（東海北陸厚生局）https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00349.html より（R8.7.1現在）

医療圏
医療施設

※能登北部を除き、一般病床
200床以上のみを記載

R8診療報酬の算定状況

入院基本料 急性期
総合体制

加算ICU HCU NICU MFICU 特定機能病院 急性期
看護・多職種

協働加算
包括
医療

地域
ケア

回復
リハ

石川中央

金沢大学附属病院 ○ ○ ○ A、7対1

金沢医科大学病院 ○ ○ ○ A、7対1、13対1

石川県立中央病院 ○ ○ ○ ○ 急性期病院Ａ ３

公立松任石川中央病院 ○ ○ 急性期病院Ａ ４

金沢医療センター ○ 急性期病院Ａ ○ ５

浅ノ川総合病院 急性期病院Ｂ ○ ○ ○

金沢市立病院 ○ 急性期病院Ｂ ○ ○

金沢赤十字病院 急性期一般入院料１ ○ ○

JCHO金沢病院 急性期一般入院料２ ○

済生会金沢病院 急性期一般入院料２ ○ ○ ○

城北病院 急性期一般入院料２ ○ ○

南加賀

小松市民病院 ○ 急性期病院Ａ ５

やわたメディカルセンター 急性期一般入院料１ ○ ○ ○

加賀市医療センター ○ 急性期一般入院料２ ○ ○ ○

能登中部
公立能登総合病院 ○ 急性期病院Ｂ ○ ○ ５

恵寿総合病院 ○ 急性期病院Ｂ ○ ○ ○ ５

能登北部
市立輪島病院 急性期一般入院料４ ○

珠洲市総合病院 急性期一般入院料４ ○

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/tokaihokuriku/newpage_00349.html


３．個別医療機関の医療機能の見直し

（１）公立病院の建替え

16
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個別医療機関の医療機能の見直し（公立病院の新設・建替）

【今回の対象医療機関】

＜協議事項＞

公立河北中央病院：公立病院の新設・建替え

※R7年度第2回の会議（R7.3.10）にて当時の進捗状況を大まかに共有しているところであり、
今回継続協議として、改めてお諮りするものです。

・病床機能を見直す医療機関に、理由や変更点、今後のスケジュールについて説明を求める（報告）

・過剰な病床機能への転換を行う場合、当該医療機関の見直しにより、地域の医療提供体制に問題が

生じないか、地域医療構想に沿ったものであるか等の視点から検討（協議）

・公立病院の新設・建替にあたっては、その計画が地域医療構想に沿ったものであるか検討（協議）

・協議がまとまらない場合は、次の地域医療構想調整会議において、再度、検討を行う

協議事項
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公立河北中央病院 建設 基本構想協議事項

⚫ 公立病院の新設・建替にあたっては、その計画が地域医療構想
に沿ったものであるか検討が必要になります。

⚫ 公立河北中央病院から「基本構想」のご説明を頂き、その後、
討議をお願いします。



３．個別医療機関の医療機能の見直し

（２）開設者の変更

19
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個別医療機関の医療機能の見直し（開設者の変更）

・開設者を変更する医療機関（個人間の継承を含む）に、当該構想区域において今後担う役割や機能について説明を求める（協議）

・開設者の変更について、地域の医療提供体制地域の医療提供体制に問題が生じないか、地域医療構想に沿ったものであるか等の視点から

検討（協議）

協議事項

開設者 医療機関 変更予定時期 計画の概要（開設者の変更に至った経緯・内容）

医療法人社団
白銀会

↓

医療法人社団
仁智会

林病院

慢性期 120床
介護医療院 44床

↓

（仮）春日病院

慢性期 100床
介護医療院 50床
（慢性期14床一旦休止）

仁智会春日クリニック
閉院

↓

（仮）春日病院
外来へ移行

事業譲渡
予定日

R8.10.1～
R9.2月

林病院患者
移動予定日

R9.2.1

【 結論 】

仁智会春日ケアーセンターと白銀会林病院は、地域における医療・介護提供体制を安定的に維持し、耐震化を含む安全

性の確保および経営基盤の強化を図るため、林病院の事業を仁智会へ譲渡することを決定。

本事業譲渡により、老朽化が進んでいた病院施設の建替え・耐震化が可能となり、両法人が単独では実現が困難であった

医療・介護サービスの安定的な継続が確保される。これにより、地域住民に対して安全で質の高い医療・介護を継続的に提

供でき、地域医療体制の強化に大きく寄与する。また、林病院では夜間・休日を含め常時当直医が配置されているため、老

健・ケアハウス・グループホーム等の入所者に対する診察や緊急時の対応が迅速に行える体制が整っている。林病院移転後も

この体制を活用することで、介護施設との連携が一層強化され地域医療・介護の有用性と貢献度がさらに向上する。

【 理由 】

① 老健240床の稼働率低迷による経営悪化

春日ケアセンター（老健240床）は施設全体平均稼働率82％と満床に至らず、 介護報酬・運営費のバランスが崩れ、単

独での経営改善が困難な状況が継続していた。人材確保難や物価高騰も重なり、老健事業の持続可能性に課題があった。

② 林病院の老朽化・耐震性不足という重大な安全上の問題

林病院は建物の老朽化が進行し、現行基準を満たす耐震化が未実施である。地震発生時には患者・職員の安全確保が

困難であり、 早急な建替え・耐震化が不可欠な状態であった。しかし、単独での建替えは物価高騰・資材費上昇により現実

的な投資判断が難しい状況であった。

③ 両法人の経営課題が一致し、事業譲渡が最適解となった

春日ケアセンターは老健の稼働率改善と経営安定化が必要。林病院は建替え・耐震化を進めたいが単独では困難。両者

の課題は「単独では解決困難だが、統合すれば解決可能」という構造であり、 事業譲渡により双方の経営課題が同時に解消

できる。

【患者・利用者さまの対策】

① 患者・利用者の移動⇒患者・利用者には迷惑をかけない

② 仁智会老健施設の利用者受入れ制限および、ケアハウスなど受入れ （退出 月２０名程度）

③ 老健施設の140床 一旦休止とする予定

開設者を変更する医療機関

白銀会 林病院
（金沢市本町）

仁智会 金沢春日ケアセンター
（金沢市元菊町）
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４．２０４０年を見据えた新たな地域医療構想のガイドライン
（策定に向けた令和８～１０年度の進め方）

（１）新たな地域医療構想の概要
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2040年を見据えた新たな地域医療構想

R8.7月に国から新たな地域医療構想

に関するガイドラインが示された。

これを基に、R8～10年度にかけて、

県の新たな地域医療構想を策定する。

2040年を見据え、医療機関の役割

分担を明確化し、医療機関機能に着

目した医療機関の連携・再編・集約

化を推進する。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
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新たな地域医療構想の記載事項

現行の地域医療構想

入院医療に係る病床の機能・分化

外来医療・在宅医療

新たな地域医療構想

医療だけでなく、介護との連携・

人材確保等、地域の医療提供体制

全体をカバー

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
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新たな地域医療構想と医療計画の関係

地域医療構想は、これまで医療計画

の記載事項の一つだったが、今後、

医療計画の上位概念となる。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
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４．２０４０年を見据えた新たな地域医療構想のガイドライン
（策定に向けた令和８～１０年度の進め方）

（２）新たな地域医療構想の検討体制
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新たな地域医療構想の検討体制（全体）

新たな地域医療構想の策定にあたっ

て、既存の

・県全体の地域医療構想部会

・各医療圏の地域医療構想調整会議

に加え、

医療と介護の連携等を協議するため、

介護等部門の部署や市町を含めた連

携体制、住民からの意見を把握する

体制の構築が必要となる。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


新たな地域医療構想の検討体制（各医療圏 地域医療構想調整会議 で協議する事項）

【本会議のこれまでの範囲】

各医療圏内における、

・入院医療 の医療サービス

・外来医療 〃

・在宅医療 〃

【今後追加を検討する範囲】

各医療圏内における、

・医療全般と介護の連携体制

・在宅医療と介護の連携推進

※別の既存の会議もしくは他の会議体の設置

等の可能性もあり、今後整理する予定。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

27

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
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新たな地域医療構想の検討に係り関係者に期待される役割

新たな地域医療構想の策定に向け、

各関係者に期待される役割は左記

のとおり。

県や医療関係者（病院・診療所）

のみならず、市町や介護関係者な

ど様々な関係者が関わる。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
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４．２０４０年を見据えた新たな地域医療構想のガイドライン
（策定に向けた令和８～１０年度の進め方）

（３）医療機関機能・病床機能



医療機関間の役割分担を明確化するため、

今年度より、新たに各医療機関が現在及び

2040年に担う医療機関機能、及びその他診

療実績等を報告。

○各医療機関が自ら検討し報告。その後、

その内容は地域医療構想調整会議等で

確認・協議。

○R10年度以降、医療機関機能の見直しを

行う場合、必要に応じて、地域医療構想

調整会議にて医療圏内への影響を確認。

○医療機関機能は、診療報酬上の入院料の

種類等で機械的に決定されるものではな

く、地域における診療実態等を総合的に

検討し、協議。 30

医療機関機能報告

→病院・診療所が医療機関全体で

担う医療の役割

医療機関機能

医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


31

医療機関機能の分類

各医療機関の医療機能は、左記の

４つに分類される。

「急性期拠点機能」

「高齢者救急・地域急性期機能」

「在宅医療等連携機能」

「専門等機能」

※ただし、大学病院本院は医育及び広域診療

機能とし、構想区域ごとの医療機関機能の

分類はしない。

医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「急性期拠点機能」

・手術等の急性期医療を集約して提供し、政

策医療など関連する役割を総合的に担う。

・2040年の人口推計を基に人口20～30万人

に1機関（目安）

・その他、地域の患者の流出入、診療実績、

医療従事者の確保の見込み等を総合的に勘

案し、将来的な医療機関の役割分担に資す

るよう設定。

「高齢者救急・地域急性期機能」

・増加する高齢者救急を中心とした救急患者

を受入れるとともに、入院中のリハビリや

退院調整など等の機能強化が求められる。

・病床や救急受入件数の規模など、医療機関

間で相当の幅がある。

⇓

医療機関の基本的な役割分担は確保の上、

地域の実情に応じた具体的なあり方は地

域内で協議する。 32

「急性期拠点機能」 「高齢者救急・地域急性期機能」医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「急性期拠点機能」を担う医療機関

は、手術等の急性期医療の提供に加

え、左記のような役割を担うことが

求められる。

・総合的な診療医療の提供

→消化器外科・整形外科・循環器内科

など、頻度が高く、救急対応や手

術・処置等を要する疾患に対応可能

・災害拠点病院

・新興感染症発生時の病床確保等の

医療措置協定の締結

・医師の臨床研修や専門研修の実施

・地域への医師派遣 等
33

「急性期拠点機能」の役割医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「急性期拠点機能」を担う医療機関

の数について、

・2040年の人口規模の区域で、

20～30万人程度につき1か所

・人口の少ない区域で、診療実績が

同程度だからと言って、複数個所

は設けない。将来に向けた効率

化・集約化の検討を行う。

・地理的要因等で構想区域の広域化

を行わない場合、急性期拠点機能

の確保を前提とせず、隣接する区

域と連携して一定の急性期医療を

担えるよう、連携・再編等の検討

を行う。
34

「急性期拠点機能」の医療機関の数医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「急性期拠点機能」を担う医療機関

を決定するにあたり、

・役割分担や人的協力等、具体的な

取組を確認する。

・自治体立病院は不採算の医療を担

いつつ財政上の制約があると見込

まれ、一定の急性期医療を担う近

隣の病院から、医療機能の集約す

る検討の余地がある。

35

「急性期拠点機能」の医療機関の決定①医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「急性期拠点機能」を担う医療機関

を決定するにあたり、仮に協議が調

わない場合、

・県で病院間の意見交換等の場を設

定する。

・上記で難しそうなら、大学病院本

院を交え、人材確保の観点から協

議を行う。

・最終的に県において、各医療機関

の診療実績や将来の医療需要など

を客観的に勘案し、大学病院本院

の協力も得ながら、最終的な方向

性の決定をする。
36

医療機関機能 「急性期拠点機能」の医療機関の決定②

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「高齢者救急・地域急性期機能」を

担う医療機関は、

・「急性期拠点機能」を担う医療機

関との連携による受入体制

・リハビリテーションの実施体制

・在宅医療・介護との連携体制

を確保する必要がある。

37

「高齢者救急・地域急性期機能」の役割医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


各医療機関からの医療機関機能の報

告に関し、「急性期拠点機能」「高

齢者救急・地域急性期機能」につい

ては、医療圏内でその報告が適当か、

地域医療構想調整会議で検討する必

要がある。

検討にあたっては、左記の流れで進

め、医療圏における各医療機関の最

終的な医療機関機能を決定する。

38

「急性期拠点機能」「高齢者救急・地域急性期機能」の協議医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「在宅医療等連携機能」を担う医療

機関は、自施設で担う役割と他施設

との連携で担う役割など、様々な範

囲の役割を担うこととなる。

39

「在宅医療等連携機能」の役割医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


在宅医療について、慢性期医療の観

点から、療養病床や介護保険施設の

整備と一体的に考えるとともに、地

域の病院が「在宅医療等連携機能」

を担うことも考慮し、医療提供体制

を確保する。

40

在宅医療の提供体制の構築医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


各医療機関からの医療機関機能の報

告に関し、「在宅医療等連携機能」

については、慢性期の医療需要の把

握や在宅医療の方向性を協議したう

えで、医療圏内でその報告が適当か

検討する必要がある。

検討にあたっては、左記の流れで進

め、医療圏における各医療機関の最

終的な医療機関機能を決定する。

41

医療機関機能 「在宅医療等連携機能」の協議

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


「急性期拠点機能」 及び

「高齢者救急・地域急性期機能」

・１医療機関で両機能の報告は

できない。

「在宅医療等連携機能」

・在宅医療の提供を行う or 主と

して在宅医療の後方支援を担う

等の役割を担う医療機関が報告

・場合によっては、他の医療機関

機能と重複も可。

42

医療機関機能報告 の報告項目医療機関機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


43

病床機能報告

これまでどおり医療機関が報告。

○病床の機能区分について、

「回復期機能」→「包括期機能」

として位置付け。

○医療機関機能と病床機能は、必ずしも一対一

で対応しないが、相応の病床は持つと想定。

○有床診療所は、以下の機能選択が考えられる。

・産科や整形外科等で手術等を実施

→ 「急性期機能」

・在宅患者の急変時の受入や急性期経過後の

患者の受入等、幅広い病期の患者に医療を

提供

→ 「急性期機能」又は「包括期機能」

・療養病床として慢性期の患者の診療を実施

→ 「慢性期機能」

→病棟単位で病床が担う医療の役割

病床機能

病床機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


44

「包括期機能」

「回復期機能」
↓

「包括期機能」

これまでの回復期機能に加え、

高齢者等の急性期患者について、

治療と入院早期からのリハビリ等

を行い、早期の在宅復帰を目的と

した治し支える機能 が追加

出典：
R8.3.3「第12回地域医療構想及び医療計画等
に関する検討会」資料1-1（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_670
46.html

病床機能

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_67046.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_67046.html


45

病床機能報告 の報告項目病床機能

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


46

４．２０４０年を見据えた新たな地域医療構想のガイドライン
（策定に向けた令和８～１０年度の進め方）

（４）2040年の必要病床数と病床整備の方向性



47

2025年 → 2040年 の病床数の推移試算

新たな地域医療構想に係る機能別の

病床数に関し、国全体として下記の

傾向で進めていく。

病床数の総和 → 削減

「高度急性期機能」

「急性期機能」

「包括期機能」 → 増加

削減

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


48

2040年の必要病床数

医療圏における2040年の必要病床

数について、NDB（レセプト・特定

健診等情報データベース）や性・年

齢階級別人口を用いて医療需要を推

計し、左記改革モデルを反映させて

算出。

（※国の推計ツール等を活用予定）

なお、医療計画の見直しのタイミン

グである、2030年・2036年に見

直しを実施予定。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


49

2040年に向けた病床整備の方向性

医療圏における病床の整備に関し、

・病床数は削減

・「包括期機能」を中心に必要な機

能の病床を整備

・医療機関機能に応じた、病床の機

能分化・連携を進める

の方向性で整備する。

なお上記にあたって、

・既存病床の有効活用

・広域化した医療圏において、特に

必要性が認められる地域での病床

整備の検討

等には留意する。

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


50

４．２０４０年を見据えた新たな地域医療構想のガイドライン
（策定に向けた令和８～１０年度の進め方）

（５）今後のスケジュール



新たな地域医療構想の策定に向けたスケジュール

R9.10月～R11.3月

・医療機関機能の確保その他新たな

地域医療構想に資する課題や目的を

設定

・上記を解決、達成するための医療機

能の設定など、具体的な対応案を検

討し、取組の方向性を示す

R9.4月～R9.9月

・必要に応じて、構想区域を見直し

・構想区域における必要病床数を算出

R8.7月～R9.3月

・構想区域（2次医療圏）ごとの現状把握

に努め、情報共有

※R8年度～の医療機関機能報告・病床機

能報告で、各病院へ上記係るデータの

報告を求める

R17を目途に、一定の成果を出す

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

51

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


●R8年度

・将来の方向性・病床数の必要量の推計

・能登半島地震を踏まえた医療計画の更新

●R9・10年度

・医療機関機能に着目した、地域の医療機

関や病床の機能分化・連携協議

を実施し、これに従って

・県全体の地域医療構想部会

・各医療圏地域医療構想調整会議

・5疾病6事業等の各種部会 等

ただし、新たな地域医療構想が策定される

のはR10年度末となるため、新たな地域医

療構想を全面的に反映させた医療計画は、

第９次医療計画の策定時（R11年度）に検

討する。

52

新たな地域医療構想・次期医療計画の策定に向けたスケジュール

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料
（R8.8.7 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite
/bunya/0000080850_00014.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080850_00014.html


５．令和８年度病床数適正化支援事業の活用に伴う病床削減（第１回申請分）

53



54

R8年度病床数適正化支援事業に伴う病床削減

厚生労働省
R7補正予算資料より



55

R8年度病床数適正化支援事業に伴う病床削減

・国は、効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化（病床削減）

を進める医療機関に対し、診療体制の変更等による職員の雇用等の様々な課題に際して生じる負担について

支援を行うこととしている。

・R7.6.6、自民・公明・維新の社会保障制度改革協議にて、新たな地域医療構想の開始までに、全国的に

病床11万床（一般・療養約56,000＋精神約53,000）を削減する方針とされ、R7年度厚労省補正予算にて

計上された（3,500億円程度）。

・上記に関し、R8年度は次ページの制度内容に基づいて、病床削減に対する支援を行うこととされているが、

病床削減のパターンによっては、事前に各医療圏の地域医療構想調整会議で諮る必要がある。

各医療機関からの病床削減の意向について、医療圏内の医療提供体制に問題が無いか

協議を行うこととしたい

※なお、本事業で病床数を削減したとき、不可逆的措置として、病床を削減した医療機関が所在する２次医療圏

における基準病床数を削減することとなる（削減する数は、国の指定する算出方法に基づく）。



R7 → R8年度 病床数適正化支援事業 制度概要

Ｒ７年度 Ｒ８年度

概要 一般・療養・精神病床を削減（廃院や地域医療構想に基づく再編統合によるものは除く）した医療機関へ削減病床数に基づき支援

対象
病床

R6.12.17～R7.9.30に削減した病床

・R7.12.16～R9.3.31に削減する病床
・R7年度事業における活用意向調査（R7.3実施）を提出し、R6.12.17～

R7.9.30に削減した病床
・厚労省調査（R7.8～9実施）で病床削減意向を示し、削減した病床

上記のうち、いずれか1つに該当するものが対象

対象外

下記の国の基準に基づいた内示から漏れた病床
【第1次内示】

・R4～R6の3年連続赤字、もしくはR5～R6の2年連続赤字で
   R6に病床削減済みの医療機関

・上限50床 ・公立病院以外 等
【第2次内示】

・R5～R6の２年連続赤字の医療機関 ・上限10床 ・公立病院含む

①申請時点で、入院医療を受入れしていない医療機関
②本事業の病床削減により、入院の受入れを停止する（無床診療所への
転換も含む）医療機関

③R9.3.31で廃院予定の医療機関
→上記①～③は、各医療圏の地域医療構想調整会議で、当該地域の医療
提供体制に問題が無いと認められた場合は、対象

・R9.3.31時点で事業譲渡予定の医療機関
・R7年度病床数適正化事業や単独支援給付金で既に支給した病床 等

単価 稼働・休床問わず、4,104千円/廃止病床 稼働病床：4,104千円/廃止病床 休床病床：2,052千円/廃止病床

支給
手続き

R7.3   県→医療機関 意向調査
国へ調査結果提出

R7.4～6 国→県 配分の基準・内示
R7.7～ 県→医療機関 交付決定・支払

・医療機関→県 書類等を提出
・県で審査を行った後、県→厚労省 書類等を提出
・基金管理団体→医療機関 給付金支給
その他、
上記①～③、④現に患者が入院中の病床削減、⑤100床以上の病床削減
は、事前に各医療圏の地域医療構想調整会議で協議が必要。

本制度による
県全体での
削減病床数

１０８床 －
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本事業での病床削減に伴う基準病床数の取扱い

病床数適正化支援事業により削減された病床数を踏まえ、不可逆的措置として基準病床数を引き下げることとなる。

※基準病床数の引き下げ時期：令和8年度の本事業終了後～令和9年度上半期（予定）

引き下げに際しては、令和7年度に行った病床数適正化支援事業（石川中央：一般・療養 48床、精神 16床）での病床削減も加味する。

・全国一律の算定方法により、医療計画上で、地域ごとに望ましい病床数の一定水準（地域での病床数の上限）を定めたもの

・一般・療養病床は二次医療圏ごとに、精神病床等は県全体で定める。

・既存病床数が基準病床数を超える地域（病床過剰地域）において、県は公的医療機関等の開設・増床を許可しないことができる。

基準病床数

※必要病床数：全国一律の算定方法により、地域医療構想上で、将来の一般・療養病床の必要量を病床の機能区分ごとに推計したもの。

一般・療養病床（石川中央医療圏） 精神
（県全体）高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休床 合計

基準病床数
（第8次医療計画）

7,823 2,846

R7.10.1現在

既存病床数（推計）
R7病床機能報告

＋R7本事業等より推計

2,178 2,920 1,315 2,627 238 9,278 3,507
（うち休床112）

R7年度

必要病床数
（現行 地域医療構想）

940 2,659 2,648 1,913 8,160

既存病床数－必要病床数 1,238 261 ▲1,333 714 238 1,118 661
（既存－基準）

石川中央 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休床 合計 精神

A：R7病床機能報告 2,178 2,941 1,325 2,625 257 9,326

B：R7病床数適正化
（R7.7～R7.9削減数）

▲11 ▲4 ▲14 ▲19 ▲48 ▲16

C：追加調整
（病床機能報告誤り）

▲10 ▲6 ＋16 0 三秋整形外科・加藤整形外科

A+B+C 2,178 2,920 1,315 2,627 238 9,278
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R8病床数適正化支援事業に係る病床削減意向（石川中央：第１回）

下記医療機関から、病床削減に伴う本事業の活用意向があるが、認めてよいか。

協議事項

本会議内にて投影

※１ 国要綱上の協議理由
①申請時点で、入院医療を受入れしていない ②本事業の病床削減により、入院の受入れを停止（無床診療所への転換も含む）
③R9.3.31で廃院予定 ④現に患者が入院中の病床削減 ⑤100床以上の病床削減

※２ 新興感染症発生時に感染症の患者用の病床を確保するよう、県と医療機関間で協定締結を行ったもの。
今回の病床削減に係り、協定締結した病床分の削減は行わない旨、医療機関から誓約書を提出いただく。

各医療機関からの病床削減意向については、地域への様々
な影響等を鑑み、会議当日、画面上にて投影。



６．病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等
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新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、今後の新興感染症の発生及びまん延に備え、

令和４年１２月に感染症法が改正され、都道府県知事は感染症発生・まん延時において

医療機関が講ずべきこと等を記載した「医療措置協定」を医療機関と締結することとされた

➣協定に基づく石川中央地域の確保病床数(R８.６.１９時点)
流行初期期間 ： ２３４床 流行初期経過以降 ： ３２０床

先般の「令和８年度病床数適正化支援事業の活用に伴う病床削減に関する協議」のように、

今後も病床削減が進んだ場合、新興感染症の発生・まん延時において、協定に基づく

医療提供体制の確保に支障をきたすことが懸念される

経 緯

今後の懸念

（1）確保病床数の公表【医療支援課】 （参考：P61～65）

・現在、県のホームページにおいて協定締結医療機関名等に限り公表しているが、病院ごとの確保病床

数についても公表し、各地域における新興感染症の発生・まん延時における病床確保状況を共有する

（2）地域医療構想調整会議における協議【地域医療政策課】

・地域医療構想調整会議では、病床削減等を伴う国や県の補助金の活用に際して、感染症の医療措

置協定（特に第1種協定締結医療機関の確保病床数）の継続を確認しながら、協議

（3）医療措置協定の実効性の確保【健康推進課】（参考：P66～67）

・県では、協定締結医療機関に対する準備状況調査を実施するとともに、感染症発生に備えた訓練を実

施するなど、医療措置協定の実効性が高まるような取り組みを推進

対応案

・能登北部 流行初期期間：３１床 流行初期経過以降：３５床
・能登中部 流行初期期間：３２床 流行初期経過以降：６７床
・南加賀 流行初期期間：３９床 流行初期経過以降：９０床

病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等について
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病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等について

区分 医療機関名 市町 医療機関所在地
第1種

協定指定
医療機関

第2種
協定指定
医療機関

協定締結項内容

入院
発熱
外来

自宅療養者
への

医療の提供

高齢者施設等
への

医療の提供

後方
支援

人材
派遣

病院 金沢西病院 金沢市 金沢市駅西本町6-15-41 ○ ○ ○ ○ ○

病院 金沢古府記念病院 金沢市 金沢市古府1丁目150 ○ ○ ○ ○ ○

病院 石野病院 金沢市 金沢市千日町7-15 ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団映寿会 みらい病院 金沢市 金沢市鞍月東1丁目9番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団中央会 金沢有松病院 金沢市 金沢市有松5-1-7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団浅ノ川千木病院 金沢市 金沢市千木町へ33番地1 ○ ○ ○

病院
医療法人社団浅ノ川
 心臓血管センター金 沢循環器病院

金沢市 金沢市田中町は16番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 金沢赤十字病院 金沢市 金沢市三馬2-251 ○ ○ ○ ○ ○

病院 石川県立中央病院 金沢市 金沢市鞍月東2丁目1番地 ○ ○ ○

病院 金沢市立病院 金沢市 金沢市平和町3-7-3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 石川県済生会金沢病院 金沢市 金沢市赤土町二13-6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 地域医療機能推進機構金沢病院 金沢市 金沢市沖町ﾊｰ15 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 独立行政法人国立病院機構医王病院 金沢市 金沢市岩出町二73ｰ1 ○ ○ ○

病院 小池病院 金沢市 金沢市大手町9番20号 ○ ○

病院 鈴木レディスホスピタル 金沢市 金沢市寺町2丁目8番36号 ○ ○ ○

病院 十全病院 金沢市 金沢市田上本町ｶ45番地1 ○ ○ ○ ○

病院 伊藤病院 金沢市 金沢市十三間町98番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人財団医王会 医王ヶ丘病院 金沢市 金沢市田上本町ﾖ24番地5 ○ ○

＜石川中央地域における現在の公表内容＞

入院
(確保病床数)

流行
初期
期間

流行
初期
期間

経過後

0 0

0 0

0 0

0 0

5 5

0 0

2 2

20 25

20 40

20 40

20 20

20 30

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

【変更前】 【変更後】

診療報酬
における

感染対策向上
加算1の算定

〇

〇

〇

〇

〇

(参考)
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区分 医療機関名 市町 医療機関所在地
第1種

協定指定
医療機関

第2種
協定指定
医療機関

協定締結項内容

入院
発熱
外来

自宅療養者
への

医療の提供

高齢者施設等
への

医療の提供

後方
支援

人材
派遣

病院 社会医療法人財団董仙会 恵寿金沢病院 金沢市 金沢市下新町6番26号 ○ ○ ○ ○ ○

病院 木島病院 金沢市 金沢市松寺町子41番地1 ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団 安田内科病院 金沢市 金沢市大豆田本町ﾊ62番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院 林病院 金沢市 金沢市本町1丁目2-27 ○ ○

病院 国家公務員共済組合連合会 北陸病院 金沢市 金沢市泉が丘2丁目13番43号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団青樹会 青和病院 金沢市 金沢市大浦町ﾎ22番地1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団晃樹会 石田病院 金沢市 金沢市寺町3丁目10番15号 ○ ○ ○ ○ ○

病院 金沢大学附属病院 金沢市 金沢市宝町13-1 ○ ○ ○

病院
公益社団法人石川勤労者医療協会
 城北病院

金沢市 金沢市京町20番3 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 金沢聖霊総合病院 金沢市 金沢市長町1丁目5番30号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院
独立行政法人国立病院機構
 金沢医療センター

金沢市 金沢市下石引町1番1号 ○ ○ ○ ○ ○

病院 整形外科米澤病院 金沢市 金沢市京町1番30号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団浅ノ川 浅ノ川総合病院 金沢市 金沢市小坂町中83番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 社会医療法人財団松原愛育会 松原病院 金沢市 金沢市石引4-3-5 ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団浅ノ川 桜ヶ丘病院 金沢市 金沢市観法寺町へ174番地 ○ ○ ○

病院 医療法人社団光風会 結城病院 金沢市 金沢市円光寺3-21-7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団金沢 宗広病院 金沢市 金沢市桜町24番地30号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

＜石川中央地域における現在の公表内容＞

入院
(確保病床数)

流行
初期
期間

流行
初期
期間

経過後

0 2

0 0

0 0

0 0

21 21

1 1

0 0

12 12

4 4

2 2

20 32

0 1

16 16

0 0

1 1

2 2

0 0

【変更前】 【変更後】

診療報酬
における

感染対策向上
加算1の算定

〇

〇

〇

〇

(参考)

病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等について



63

区分 医療機関名 市町 医療機関所在地
第1種

協定指定
医療機関

第2種
協定指定
医療機関

協定締結項内容

入院
発熱
外来

自宅療養者
への

医療の提供

高齢者施設等
への

医療の提供

後方
支援

人材
派遣

病院 すずみが丘病院 金沢市 金沢市もりの里3丁目76番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団和宏会 大手町病院 金沢市 金沢市大手町5番32号 ○ ○ ○

病院 医療法人社団和宏会 敬愛病院 金沢市 金沢市兼六元町14番21号 ○ ○ ○

病院 二ツ屋病院 かほく市 かほく市二ﾂ屋ｿ72番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 中田内科病院 かほく市 かほく市内日角6-35-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 石川県立こころの病院 かほく市 かほく市内高松ﾔ36 ○ ○ ○

病院 公立河北中央病院 津幡町 河北郡津幡町津幡ﾛ51番地2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団瑞穂会 みずほ病院 津幡町 河北郡津幡町字潟端422番地1 ○ ○ ○ ○ ○

病院 内灘温泉病院 内灘町 河北郡内灘町白帆台1丁目88-1 ○

病院 金沢医科大学病院 内灘町 河北郡内灘町大学1-1 ○ ○ ○ ○ ○

病院 公立松任石川中央病院 白山市 白山市倉光三丁目8番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 公立つるぎ病院 白山市 白山市鶴来水戸町ﾉ1番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 新村病院 白山市 白山市月橋町722番地12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 ときわ病院 野々市市 野々市市中林4-123 ○

病院 特定医療法人扇翔会 南ヶ丘病院 野々市市
野々市市西部中央土地区画整理事業
 施行地区56街区1番

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 池田病院 野々市市 野々市市新庄2丁目10番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団浅ノ川 金沢脳神経外科病院 野々市市 野々市市郷町262-2 ○ ○ ○ ○

＜石川中央地域における現在の公表内容＞

入院
(確保病床数)

流行
初期
期間

流行
初期
期間

経過後

0 0

0 0

0 0

1 1

3 3

2 2

6 15

0 0

0 0

11 13

20 20

0 3

3 5

0 0

1 1

0 0

1 1

【変更前】 【変更後】

診療報酬
における

感染対策向上
加算1の算定

〇

〇

(参考)

病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等について
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区分 医療機関名 市町 医療機関所在地
第1種

協定指定
医療機関

第2種
協定指定
医療機関

協定締結項内容

入院
発熱
外来

自宅療養者
への

医療の提供

高齢者施設等
への

医療の提供

後方
支援

人材
派遣

病院 医療法人社団慈豊会 久藤総合病院 加賀市 加賀市大聖寺永町ｲ17番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 加賀市医療センター 加賀市 加賀市作見町ﾘ36番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院 独立行政法人国立病院機構 石川病院 加賀市 加賀市手塚町ｻ150 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団松陽 東病院 小松市 小松市大領中町3丁目121番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院 医療法人社団東野会 東野病院 小松市 小松市今江町7丁目468番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 国民健康保険小松市民病院 小松市 小松市向本折町ﾎ60 ○ ○ ○ ○ ○

病院 森田病院 小松市 小松市園町ﾎ99番地1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 小松ソフィア病院 小松市 小松市沖町478番地 ○ ○ ○ ○ ○

病院
特定医療法人社団勝木会
 やわたメディカルセンター

小松市 小松市八幡ｲ12番地7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 粟津神経サナトリウム 小松市 小松市矢田野町ｦ88 ○ ○ ○

病院 医療法人社団和楽仁 芳珠記念病院 能美市 能美市緑が丘11-71 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 国民健康保険能美市立病院 能美市 能美市大浜町ﾉ85番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院
公益社団法人石川勤労者医療協会
 寺井病院

能美市 能美市寺井町ｳ84番地 ○ ○ ○ ○ ○

＜(参考)南加賀地域における現在の公表内容＞

入院
(確保病床数)

流行
初期
期間

流行
初期
期間

経過後

5 5

8 30

1 2

0 0

0 4

18 18

3 3

0 0

0 8

0 0

0 1

4 19

0 0

【変更前】 【変更後】

診療報酬
における

感染対策向上
加算1の算定

〇

〇

〇

〇

〇

(参考)

病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等について
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区分 医療機関名 市町 医療機関所在地
第1種

協定指定
医療機関

第2種
協定指定
医療機関

協定締結項内容

入院
発熱
外来

自宅療養者
への

医療の提供

高齢者施設等
への

医療の提供

後方
支援

人材
派遣

病院 公立羽咋病院 羽咋市 羽咋市的場町松崎24番地 〇 〇 〇 〇 〇

病院 町立富来病院 志賀町
羽咋郡志賀町富来地頭町7の110番
地1

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 公立能登総合病院 七尾市 七尾市藤橋町ｱ部6番地4 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○

病院 七尾松原病院 七尾市 七尾市本府中町ワ部5番地 〇 〇 〇 〇 〇

病院 独立行政法人国立病院機構 七尾病院 七尾市 七尾市松百町八部３番地の１ 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇

病院 社会医療法人財団董仙会 恵寿総合病院 七尾市 七尾市富岡町94番地 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 医療法人社団豊明会 北村病院 七尾市 七尾市御祓町ホ部２６の５ 〇 〇

病院 町立宝達志水病院 宝達志水町 羽咋郡宝達志水町子浦ロ11番地1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 公立穴水総合病院 穴水町 鳳珠郡穴水町川島タの８ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 珠洲市総合病院 珠洲市 珠洲市野々江町ユ部１番地１ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 公立宇出津総合病院 能登町 鳳珠郡能登町字宇出津タ字97番地 〇 〇 〇 〇 〇 〇

病院 市立輪島病院 輪島市 輪島市山岸町は１番１地 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

＜(参考)能登中部・能登北部地域における現在の公表内容＞

入院
(確保病床数)

流行
初期
期間

流行
初期
期間

経過後

7 17

4 4

16 27

0 0

3 3

1 15

0 0

1 1

5 5

5 7

5 5

16 18

【変更前】 【変更後】

診療報酬
における

感染対策向上
加算1の算定

〇

〇

〇

〇

(参考)

病院ごとの医療措置協定に基づく確保病床数の公表等について
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第１種協定指定医療機関（入院）と締結した医療措置協定

・Ａ.流行初期の確保病床数は、336床であり、目標値（258床）を確保しているが、南加賀医療圏は人口あたりの病床数が
少ない。また、重症病床は、27床であり、石川中央医療圏に偏っている。

・Ｂ.流行初期以降の確保病床数も、512床であり、目標値（533床）に達しておらず、引き続き確保に努める必要がある。

・精神を受け入れ可能な病院は、石川中央と能登中部、妊産婦、小児を受け入れ可能な病院は、南加賀、石川中央、能登
中部と限局しているが、障害児、認知症、がん、透析、外国人を受け入れ可能な病院はすべての２次医療圏に存在している。

A.流行初期 B.流行初期以降

2020
人口

病床確保 うち、重症病床確保 病床確保 うち、重症病床確保

病院数 病床数
人口

10万対
病院数 病床数

人口
10万対

病院数 病床数
人口

10万対
病院数 病床数

人口
10万対

南加賀 6 39 17.4 1 1 0.4 9 90 40.2 1 1 0.4 224,094

石川中央 25 234 32.1 8 24 3.3 28 320 43.9 8 28 3.8 729,320

能登中部 6 32 27.1 1 1 0.8 6 67 56.8 1 2 1.7 117,998

能登北部 4 31 50.7 1 1 1.6 4 35 57.3 1 1 1.6 61,114

石川県 41 336 29.7 11 27 2.4 47 512 45.2 11 32 2.8 1,132,526

重症者の
受入可能な病院数

特別に配慮が必要な患者を受け入れ可能な病院数（B.流行初期以降）

精神 妊産婦 小児 障害児者 認知症 がん 透析 外国人

南加賀 1 0 2 1 3 4 4 4 1

石川中央 8 7 5 6 8 12 15 13 7

能登中部 1 1 1 2 2 3 3 2 1

能登北部 1 0 0 0 1 2 1 2 1

石川県 11 8 8 9 14 21 23 21 10
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19

8

17

18

11

15

17

16 3

1

11

3

2

9

5

3

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

院内制御チームを設けている

勤務する職員を定めている

ゾーニングや入口からの動線など院内の使い方を定めている

使用する物品等を備蓄している

要請があれば使用する病床をすぐに準備できる

使用する病床を定めている

責任者を定めている

要請から1週間以内に感染症専用病床を確保可能

第一種協定指定医療機関に対する準備状況調査（N＝20）
はい どちらでもない いいえ

3

16

17

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専任の感染管理認定看護師数

感染管理認定看護師数

2名以上 1名 なし

第一種協定指定医療機関に対する準備状況調査（R７）

第一種協定指定医療機関（47施設）のうち、感染対策向上加算１を算定している20病院に対して、準備状況調査を実施した結果、責任者の

決定、物品の備蓄、ゾーニング・動線など院内の使い方などは、8割以上で準備されているが、使用する病床や勤務する職員を決定している施設は

半数以下に留まっていることが分かった。



７．医療機関の連携を円滑化するための仕組みづくり（転院調整支援ツール）
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医療機関の連携を円滑化するための仕組みづくり（転院調整支援ツール）

出典：
令和4年11月28日「令和4年度石川中央医療圏第
2回地域医療構想調整会議」資料１（石川県）
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/suppo
rt/chouseikaigi/r4chuuoudai2kai.html

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/support/chouseikaigi/r4chuuoudai2kai.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/support/chouseikaigi/r4chuuoudai2kai.html
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医療機関の連携を円滑化するための仕組みづくり（転院調整支援ツール）

出典：
令和4年11月28日「令和4年度石川中央医療圏第
2回地域医療構想調整会議」資料１（石川県）
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/suppo
rt/chouseikaigi/r4chuuoudai2kai.html

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/support/chouseikaigi/r4chuuoudai2kai.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/support/chouseikaigi/r4chuuoudai2kai.html


転院調整支援ツールの活用状況（R8.5月現在）

医療機関 導入 ○：活用状況 ×：導入しない事情・検討状況

金沢医療センター ○

R7.5月半ばより、入退院支援クラウド「CARE BOOK」の運用を開始。金沢市内を中心に37の医療機関・介護老人保健施設と契
約し、R7.5月～R8.3月末の約10か月間で、378件の打診案件に活用。

【運用した効果】
●当院の入退院支援部門担当者（NS・MSW）
・転院調整に係る時間が短縮された。（打診時の電話が短時間で済み、その後はチャットで連絡が取り合える）
・チャット機能により、連絡調整業務の負担軽減と伝達ミスの防止が図れた。
・CARE BOOKを導入している医療機関の検索機能により、県外の打診がスムーズに行えた。

●連携医療機関の担当者
・チャット機能により、電話での連絡がとれず調整が遅延することが減少し、調整業務の負担軽減が図れた。

【課題】
●当院の入退院支援部門の担当者
・打診時の基本情報が修正できないシステムであるため、病状等が大きく変化した場合はチャット機能に入力する必要が出てくる。
・契約中の介護老人保健施設は契約が３ヶ所と限られるため、契約外の施設は従来通りの電話による相談となる。

●連携医療機関の担当者
・チャットに既読機能がないため、打診先の担当者がチャットを見ているのか不安になる。
・今後、打診先（送る側の急性期病院）が複数となり、使用頻度が増えた場合、個人情報を取り扱わない（コード化された
IDで登録）ため、診療情報提供書との照合が煩雑になる可能性がある。

金沢大学附属病院 ×
・電子カルテと連動していない ・１病院１アカウントしか付与されず、誰が入力・更新したか把握できない
・運用コストがかかる（月10万円程度）

金沢医科大学病院 × ・導入に向け、検討中（仮に導入するなら、医療センターと同じCARE BOOK？）

石川県立中央病院 ×
・今後ID-Linkを活用するなどDX化を図り、よりスムースな転院調整を進められるよう検討中。
・一方で、急性期医療を担う立場として、転院調整の円滑化および地域連携のさらなる強化は重要な課題であると認識しており、
今後の地域全体での取り組みや動向を踏まえながら、支援ツールの活用についても検討したい。

※医科大病院（神島さん）R8.4.27 TEL確認
予算要求はしているが、確保には至っていない。
導入するなら、医療センターや済生会と同じ
CAREBOOKになる？

R8.4～5 県地域医療政策課から各病院へ聞取り
71
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